
我が国のバイオ戦略と世界の動向

内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局



バイオ分野における世界の動向

 バイオエコノミーの推進は、医薬品・機能性食品・新素材開発やCO2削減等の課題解決と経済成長に不可欠

 コロナ禍で再認識されたように、ワクチンの迅速な供給など有事に国民の健康・生命を守る安全保障や、気候
変動対策などカーボンニュートラルに向けた持続可能なシステムの構築に資する技術の役割が一層重要に

 バイオ分野が果たしうる役割は根本的に変化しており、これまでの常識を覆すような取組の変革が必要

米国は、炭疽菌郵便テロを契機に、安全保障とバイオを融合

⇒ コロナ禍では、128億ドル以上を予算措置し、1年以内に
ワクチンを開発（Operation Warp Speed）

2021年4月、気候変動サミットを受け、11月のCOP26に向け、
温室効果ガス削減目標の強化が各国に要請

⇒ バイオエコノミーによる循環型の経済社会の拡大は急務

安全保障の例：感染症・バイオテロ対策 カーボンニュートラルの例：気候変動対策

こうした観点も踏まえ、海外では、それぞれ異なる目的の下、戦略的な取組を展開・加速

米国

「National Bioeconomy Blueprint」（2012年）

安全保障にも資するよう、研究開発や規制改革を推進し、
バイオ技術やバイオマスを活用した世界的な産業転換を実現

「Safeguarding the Bioeconomy」（2020年）

バイオエコノミーの規制・評価・促進等を担う組織の設置を提言

自国バイオ技術・資源を安全保障に活用

中国

「中国製造2025」（2015年）

農業、材料、医薬品・医療機器を重点10分野に位置づけ

「新5か年計画」（2021年）

遺伝子研究･バイオは重点7分野の一つ

国家発展のためバイオ産業の競争力を強化

英国

「Growing the Bioeconomy」（2018年）

研究開発、市場環境の整備、人材育成等により、2030年に
バイオエコノミーのインパクトを4,400億ポンドに拡大

バイオエコノミーを産業政策に位置付け

EU

「A sustainable bioeconomy for Europe」
（2012年策定、2018年改訂）

バイオ産業・市場の拡大、農林業の支援、生態系のモニタリング
等に取り組み、持続可能性と循環性を持つエコシステムを実現

「Foresight Scenarios for the EU bioeconomyin 2050」（2021年）

バイオエコノミーの実装に焦点を合わせ、将来について洞察

欧州型バイオエコノミーをグリーンディールの手段に
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【2030年の市場規模目標】
2030年時点で総額92兆円の市場規模を目指し、市場領域施策を推進 ※1 2025年 ※2 市場規模は公的保険外ヘルスケアサービス

「バイオ戦略」のポイント

全体目標として「2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現」するため、「バイオ戦略2019」・「バイオ戦略2020」を策定し、市場領域の拡大
に向け､市場領域ごとに目標を設定し､バックキャスト等の基本方針に基づき取組を推進

第6期基本計画のほか、気候変動問題への対応の更なる加速やワクチン・治療薬等の開発競争の激化に代表される情勢変化など、最新動向を踏まえ、
具体的な取組を充実させ、戦略の実行構想を示すべく、これまでの戦略をブラッシュアップした「バイオ戦略フォローアップ」を策定し、目標達成を目指す

バイオ関連市場の拡大

バイオ製造
高機能バイオ素材、バイオプラスチック、

バイオ生産システム等
【53.3兆円】 ← 32.5兆円（2018年）

一次生産等

持続的一次生産システム
【1.7兆円】 ← 0.3兆円（2018年）

木材活用大型建築、スマート林業
【1.0兆円】 ← 0.5兆円（2018年）

健康・医療

生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品等
【33.0兆円※1】← 25兆円（2016年）※2

バイオ医薬品・再生医療等関連産業
【3.3兆円】 ← 1.5兆円（2020年）

土壌関連
データ

スマート育種
プラットフォーム

バイオものづくり支援
プラットフォーム

食・マイクロ
バイオーム・健康

情報データ
ゲノム・データ

バイオコミュニティの形成

データ基盤の整備

バイオデータの連携・利活用に関するガイドライン（仮称）
（2022年度中に策定）

海 外

人材・投資

地域バイオコミュニティ

製品・サービス

ネットワーク機関
（対外窓口）

研究開発機関
病院

自治体
バイオ製造実証

機関

ベンチャー

企業等投資ファンド等

インキュベーション
機関

共同研究・事業連携

・・・

認 定

・・・
育成バイオコミュニティ

登 録

地域バイオコミュニティ

研究開発機関

ベンチャー
認 定

地域バイオコミュニティ

研究開発から事業化までに多様な主体が
関わる戦略的なバリューチェーンを構築し、
世界をリード（東京圏と関西圏）

地域に応じた特色ある取組を展開

相補的連携

グローバルバイオコミュニティ

バーチャル・アンダーワンルーフ

地元企業・
農林漁業者等

全国に多様で個性的なコミュニティ群を形成し、継続的に成長を支援することで、各市場領域でバリューチェーンを構築

人材・投資を呼び込み、市場に製品・サービスを供給するための体制

デジタル庁等の政府全体の共通の取組を前提に、異分野を含む幅広く、柔軟なデータ連携を可能とする環境を構築

研究開発・事業化に必要なデータ基盤

自治体

＋

（2022年4月）

（2021年6月に第一弾として4地域）

 「ワクチン開発・生産体制強化戦略」に基づく取組の実施
を含むバイオ医薬品等の開発・生産体制の強化

 3大バイオバンクの成果による大規模ゲノム・データ基盤の構築

 バイオものづくりの実践に向けた開発・生産体制の整備
 バイオプラスチック導入ロードマップに基づく生産設備・

技術開発支援、政府率先調達等の取組の推進

 「みどりの食料システム戦略」に基づく生産から消費までの
各段階の取組やカーボンニュートラル等のイノベーションの推進

 木材活用大型建築の設計技術等の整備

ネットワーク機関

2



「バイオものづくり」の動向①
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「バイオものづくり」の動向②
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「バイオものづくり」の動向③
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みどりの食料システム戦略
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みどりの食料システム法
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健康・医療戦略の実行状況と今後の取組方針2022
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「グローバルバイオコミュニティの形成」選定結果

 2022年1月31日～2月28日にグローバルバイオコミュニティの公募を実施

 書面審査及び面接審査を行い、東京圏と関西圏のグローバルバイオコミュニティの認定を決定し、4月22日
に公表

Greater Tokyo Biocommunity
事務局：一般財団法人バイオインダストリー協会

（JBA）
東京圏

8つのバイオイノベーション推進拠点等で、既に多様な主体が集積している
東京圏の実力の可視化と発信に取り組みつつ、国内のバイオコミュニティは
もとより、諸外国との連携を含め、人材育成や拠点整備を促進し、投資
活動を活発化することで、幅広い市場領域における産業のポテンシャルの
最大化を図り、世界最高峰のイノベーションセンターを目指す
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関西圏
バイオコミュニティ関西（BiocK）
事務局：NPO法人近畿バイオインダストリー振興会議

公益財団法人都市活力研究所

京都大学
京都大学iPS細胞研究所（CiRA）
京都大学iPS細胞研究財団（CiRA_F）
理化学研究所（けいはんな）
地球環境産業技術研究機構（RITE）
京都リサーチパーク（KRP）

大阪大学
大阪公立大学
医薬基盤・健康・栄養研究所
国立循環器病研究センター
産業技術総合研究所（関西センター）
理化学研究所（吹田）
彩都、健都、中之島
関西医薬品協会、道修町
近畿バイオインダストリー振興会議
都市活力研究所、LINK-J WEST

神戸大学
理化学研究所（神戸）
神戸医療産業都市（KBIC）／スーパーコンピュータ 「富岳」
先端バイオ工学推進機構（OEB）
次世代バイオ医薬品製造技術研究組合（MAB）
バイオロジクス研究・トレーニングセンター（BCRET）
播磨科学公園都市／大型放射光施設「SPring-8」

医薬品、医療機器、発酵等のバイオ関連産業と研究拠点の集積に加え、
大阪、京都、神戸の国際的な認知度の高さといったポテンシャルを生かし、
企業中心の分科会活動を通じてスタートアップ支援や大学・研究機関間の
連携を加速させることで、ライフサイエンスのみならず幅広い市場領域を対象
に、バイオの力による社会課題の解決を目標としたエコシステムを構築

①つくばエリア
筑波大学をはじめとする多様な
研究機関・企業等が集積する
世界的サイエンスシティ

②柏の葉エリア
東京大学（柏）や国立がん研究
センター、千葉大学（柏の葉）など、
新産業創造、健康長寿、環境
共生を軸とするイノベーション
キャンパスタウン

③本郷･お茶の水･東京駅エリア
東京大学（本郷）や東京医科歯科大学
など、東京圏最大のアカデミア集積地

④日本橋エリア
バイオ・製薬産業と研究・臨床・情報・開発
の連携機能が集積するライフサイエンス
ビジネス拠点

⑦湘南エリア
世界最大級のライフサイエンス研究
施設である湘南ヘルスイノベーション
パークを核に、隣接病院や周辺地
域とも連携する産官学医のオープン
イノベーション拠点

⑥横浜エリア
東京工業大学（すずかけ台）や
横浜市立大学先端医科学研究
センターなど、産学官金による健康・
医療分野のイノベーション都市

⑤川崎エリア
羽田空港直結のキングスカイフロント
など、研究開発から新産業を創出
するオープンイノベーション都市

⑧千葉・かずさエリア
かずさDNA研究所、千葉大学など、
最先端ゲノム研究による植物・免疫
医療等の推進拠点 9



小林科学技術担当大臣発言

■2022年４月22日 記者会見

○ 内閣府では、2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現するため、2019年から「バイオ戦略」を策定し、そ
の柱となる取組の一つとして、バイオ技術・産業振興の拠点となる「バイオコミュニティの形成」を進めています。

○ バイオコミュニティには、世界的なイノベーションのハブを目指す中核的な「グローバルバイオコミュニティ」と、地域に応じ
た特色ある取組を展開する「地域バイオコミュニティ」がありますが、今般、グローバルバイオコミュニティを選定しました。
具体的には、

・東京圏のGreater Tokyo Biocommunity
・関西圏のバイオコミュニティ関西（BiocK）
の２件を認定しました。

○ 今回の２拠点については、選定されることにより、
① 情報発信や、海外のバイオクラスターとの拠点間交流がしやすくなること
② バイオコミュニティ間の連携を促進するための官民プラットフォームの構築をはじめ、政府による全体の後押しを
通じ、関連施策を一体とした支援が可能となること
などの意義があると考えています。

○ 両地域については、今回の認定を契機として、それぞれの特徴を活かしつつ関係者間の連携を更に深め、世界と
競争できるバイオコミュニティに発展していくことを期待しています。

○ 内閣府としても、昨年６月に初めて認定した地域バイオコミュニティと併せ、今後、両地域に対し、戦略的な情報発
信や各省施策との連携強化などの取組を通じ、関係各省と連携して必要な支援を行ってまいります。

10



「地域バイオコミュニティの形成」選定結果

バイオコミュニティ名 取組概要
対象市場領域

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

北海道プライムバイオコミュニティ
北大、北海道、北海道科技総合振興センター 等

一次産業のスマート化による労働生産性の向上や、環境に配慮した
生産技術の研究・事業化、北海道バイオブランドの確立を図り、誰もが
農林水産業に従事したくなる地域を目指す

● ●

鶴岡バイオコミュニティ
鶴岡サイエンスパーク／慶大、鶴岡市、スパイバー 等

鶴岡サイエンスパークにおけるバイオ系先端研究機関、教育機関、
バイオベンチャー等の多様な機能を活用し、医療や環境など社会的
課題への対応や地域の雇用拡大を目指す

● ●●●●

長岡バイオコミュニティ
長岡市、長岡技科大、長岡高専、JA 等

コメや未利用バイオ資源のバリューチェーンを構築し、既存のバイオ産業と
ものづくり産業の融合による新産業の創出を図り、地域資源循環の
促進・高度化を通じた循環型社会を実現

●● ●●

東海バイオコミュニティ
名大、岐阜大、三重大、愛知県、岐阜県、三重県、農林中金 等

ネットワーク機関の法人化を通じた体制強化により課題からのバックキャ
ストを進め、無給餌養殖、森林ビジネス、バイオマスプラスチック、作物市
場創生、スマート農業といったテーマごとに産学官のプラットフォームを設
定し、研究開発や社会実装の一体的な推進を目指す

●●● ●

福岡バイオコミュニティ
福岡県、久留米市、九大、久留米大、ボナック 等

久留米市を中心としたバイオ産業拠点化に取り組む中で、創薬・医療、
食品、スマートセルといった強みを生かし、社会的課題の解決に資する
技術シーズを早期に実用化するエコシステムを構築

● ●●●

認 定

登 録

認 定

認 定

認 定

 2021年3月31日～4月30日に地域バイオコミュニティの第一弾の公募を実施

 書面審査及び面接審査を行い、4件の地域バイオコミュニティの認定と1件の育成バイオコミュニティの登録
を決定し、6月25日に公表

①高機能バイオ素材、②バイオプラスチック、③持続的一次生産システム、④有機廃棄物・有機排水処理、⑤生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス、⑥バイオ
医療・再生医療・細胞治療・遺伝子治療関連産業、⑦バイオ生産システム、⑧バイオ関連分析・測定・実験システム、⑨木材活用大型建築・スマート林業

【参考】 9つの市場領域
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（令和3年12月28日 「第二回デジタル田園都市国家構想実現会議」 牧島大臣資料） 12



○バイオ分野でもデータ連携・利活用の重要性は認識されているものの、データの取得方法、精度等の違いから取組が進まず。
その結果、ノウハウが蓄積せず、更に連携が進まないといった悪循環が発生。

○このため、データ連携・利活用に当たり、基準となる手順や検討すべき内容をまとめたガイドラインを2022年度中に策定。
取組のハードルを下げるとともに、連携・利活用に向けた道行きを明確化することで、バイオ分野に必要なデータ基盤を構築。

現状と課題 中間とりまとめのポイントバ
イ
オ
分
野
の
デ
ー
タ
連
携
・
利
活
用
に
必
要
な
留
意
事
項
を
ま
と
め
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定

◇ バイオ分野は、健康、医療、ヘルスケア、農林
水産業、食品、工業製品、環境等、分野が多岐
にわたり、データを共有し連携することで相乗
効果が生まれることが期待。

しかしながら、データの取得方法、精度、デー
タ利用の契約、パーソナルデータの取扱い等に
ばらつきがあり、連携が困難な状況…。

◇ また「何となく関連性があるから連携すれば何
かできそう。」といった出口が明確でないがた
めに頓挫するケースも散見…。（バックキャス
ト的発想の欠如）

◇このように、データ連携の取組が進まないため、
ノウハウが蓄積せず、連携・利活用が進まない
といった悪循環が発生…。

◇他方、包括的データ戦略の検討等において、
データ連携・利活用の際に検討が必要な事項及
びその内容について方向性が示され、データ全
般的なルール等の検討が進展。

◇包括的データ戦略等、デジタル庁及び政府全体
の動きも踏まえつつ、バイオ分野のデータ連
携・利活用に必要なガイドラインに策定が急務。

◇データ連携・利活用に際し、関係者間で出口のイメージを明確化しつつ共有。
その上で、以下の手順で連携に係る課題解決を検討。
(1) 市場獲得のために生み出す価値を明確化（バックキャスト的な出口戦略）
(2) 価値を生み出すための仕組みを設計（バリューチェーンの構築）
(3) 価値の最大化を図る上で障害となる課題を抽出（問題の洗い出し）
(4) 課題を解決するためのデータ連携・利活用の実証を推進

（解決策の検討と利活用可能なことの証明） 等

◇ データ連携・利活用に必要な具体的検討内容
・成果物のイメージ、帰属
・データの範囲と粒度
・データマネジメントプラン
・シェアリングポリシー
・標準化、クレンジング
・事業後の取扱い
・利害関係調整体制 等

◇ 実証の場としてSIP/PRISM も活用しつつ、実証で明らかになった課題につい
ても解決方策を検討。

【①～③の好循環を実現】
①ガイドラインの活用によるデータ連携・利活用の促進
②新たな価値のスピーディな創出とローコスト化等効率的かつ効果的な
データ連携・利活用の実現

③モチベーションの向上による、データ連携・利活用の更なる拡大

Ᵽ▬○♦כ♃ ה ⌐ ∆╢●▬♪ꜝ▬fi ╡╕≤╘─
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新しい資本主義に向けたバイオ戦略の推進に関する提言 （R4.4.4 バイオ戦略有識者会議決定）

14

 前回（2021年6月）のフォローアップの結果、バイオ戦略の骨格には、ワクチン・治療薬の開発競争
やカーボンニュートラルを巡る情勢変化、第6期科学技術・イノベーション基本計画等の最新動向が
反映済み

 このため、2022年度においては、戦略に掲げた取組の進捗状況を把握し、成果や課題の明確化
等の振り返りを行う一方で、戦略自体の改定は行わず、ほかの分野別戦略と同様、「社会実装」に
焦点を合わせ、以下のような項目に重点的に取り組む

① バイオコミュニティを核とした市場領域拡大の加速

② カーボンニュートラル時代の産業へのバイオによる貢献の強化

③ 社会課題の解決に向けたバイオ起点の異分野融合の促進

 これらを含む有識者提言が2022年4月に有識者会議で決定されたことを受け、そのエッセンスを
統合イノベーション戦略に盛り込むことで、戦略の実行段階を確実に軌道に乗せていく

2022年4月に東京圏と関西圏をグローバルバイオコミュニティに認定したことを踏まえ、2022年度末までに
「成長支援施策パッケージ」を取りまとめ、各種政策資源のバイオコミュニティへの集中投入を促進

今後策定予定の「クリーンエネルギー戦略」とも連動し、水素細菌（CO2を取り込みプラスチックや燃料を生産）
の活用など、バイオ技術の研究開発や社会実装を強化し、あらゆる産業のバイオものづくり革命を加速

異分野事業者との共同研究を加速する微生物設計プラットフォーム事業者の育成や、スマート食料生産基盤
の充実・強化、「全ゲノム解析等実行計画」の推進など、 AI等を活用して領域・分野間連携を推進
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バイオ関連の直近の総理発言

■2022年2月1日 総合科学技術・イノベーション会議

今我々は、大きな時代の転換期を迎えています。中長期的投資の不足、気候変動問題の深刻化など、新自由主義的な考え方が生んだ、様々な弊害を乗り
越え、持続可能な経済社会を実現していくための、歴史的なスケールでの経済社会変革を何としても成し遂げていかねばなりません。
この経済社会変革の最も重要な柱が、科学技術・イノベーションです。科学技術・イノベーションの力によって、デジタル、気候変動、経済安全保障などの社会

課題の解決を図るとともに、これまで、日本の弱みとされてきたこれらの分野を成長のエンジンへと押し上げて、持続可能な経済社会を実現していきます。そのため、
本日御議論いただいた内容を踏まえ、小林大臣を中心に検討し、施策の具体化を進めていきます。
第１に、量子や、ＡＩ、バイオ、グリーンなどの重要な分野において、未来社会のゲームチェンジャーとなる新興技術を育てるため、将来の社会実装を見据
えながら、国家戦略を策定し、官民で、未来の勝ち筋を共有していきます。
第２に、世界と伍（ご）するスタートアップ・エコシステムの形成に向けて、デジタル田園都市の実現にもつながるよう、成長資金の拡大や起業家育成の強化な

どに取り組み、具体策の検討を加速させます。
第３に、人材育成・教育・研究力を一体として捉え、イノベーションの源泉となる人の力を最大限引き出すための施策パッケージを取りまとめます。トップ研究大

学を作るための法案を、今通常国会に提出するとともに、地域の核となる意欲的な大学の力を引き出します。
新しい時代を切り拓（ひら）いていくために、何が必要なのか。本質的な課題にしっかりとアプローチし、科学技術・イノベーションの力で、新しい資本主義を実現

させるべく、検討を進めていきます。有識者の皆様には、引き続き御協力をお願いいたします。

■2022年3月8日 新しい資本主義実現会議

科学技術は、社会的価値を追求する手段として、新しい資本主義実現の重要な柱です。近年の我が国は、個々の研究分野の間に垣根があり、研究内容も
近視眼になりやすく、若い研究者の潜在能力をいかし切れていない、企業による具体的ニーズを念頭に置いていない、といった問題点が指摘されています。
官民の連携を深め、日本の将来を見据えて、創造的な研究を生み出す制度に変えていかなければなりません。特に潜在能力の高い若い研究者の卵の皆さん

に対して、将来につなげるチャンスを提供することを、国を挙げて考えてまいります。
このような視点を持って、量子技術については、他の技術分野との融合やこれを応用する分野の研究も視野に入れつつ、有志国との連携を念頭に置いて、国

家戦略を策定いたします。
ＡＩ（人工知能）については、ディープラーニングを重要分野として位置付け、企業による実装を念頭に置いて国家戦略の立案を進めてまいります。
再生・細胞医療・遺伝子治療については、患者さん向けの治療法の開発や創薬など実用化開発を進めてまいります。
バイオものづくりについては、経済成長と地球温暖化などの社会課題の解決の二兎（にと）を追える研究分野として推進してまいります。
クリーンエネルギー分野では、再エネや水素に加え、小型原子力や核融合など非炭素電源の研究開発を進めます。
これら５分野で日本が世界をリードしていく明確な決意の下、大胆かつ重点的な投資を行います。
２０２５年の大阪・関西万博では、我が国の最新技術を披露し、未来社会への我が国の世界への貢献をしっかりと提示していきます。
研究開発投資には個々の企業の私的収益の２．５倍を超える外部経済があるとの研究があります。この外部経済を内部化するため、研究開発投資の抜本

強化が必要です。
私自身が先頭に立って、専門家の協力を得つつ、この春にまとめる新しい資本主義の実行計画に、科学技術政策についての強い国家意志を盛り込んでいきた

いと考えております。



16



バイオ戦略

検索！

バイオ戦略に関する情報のフォロー

このほか、内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 公式Facebookにおいても、関連情報を発信中 17



ご清聴ありがとうございました


